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パブリック・コメント実施結果 

 

１ 対象となる政策等 

大垣市公契約条例（素案） 

 

２ 意見の募集期間 

  平成28年1月4日（月）～1月29日（金） 

 

３ 提出された意見及び市の考え方 

                    （意見提出者：25名、意見提出件数：36件） 

意見提出者№ 意見№ 意見の概要 市の考え方 

1～17 1～17 素案に賛同します。  早期の条例化を目指します。 

18 

24 

25 

18 

29 

32 

どの公契約から対象

とするのか明記しては

どうか。 

 「この条例は、平成28年4月1日から

施行する」を「この条例は、平成28年4

月1日から施行し、同日以後に締結する

公契約について適用する。」に修正しま

す。 

18 19 

 公契約の締結時に条

例をＰＲするパンフレ

ットを配布してほし

い。条例のＰＲをしっ

かり行ってほしい。 

 有効なＰＲ方法の一つとして検討し

ていきます。 

また、条例施行後、ＰＲに努めてま

いります。 

 

18 

22 

25 

20 

26 

33 

第14条に「市長は、

適正な労働条件の確保

のため必要があると認

めるときは、事業者に

対し報告を求め、又は

調査を行うことができ

る。」と規定されている

が、対象となる契約は

何か。 

全契約を対象にすることや少額なも

のを含めることは極めて実施が困難で

すので、随意契約を除き、原則、予定

価格が500万円以上の工事の請負契約、

工事に伴う設計及び調査等の業務委

託、警備や清掃の業務委託契約につい

て、事業者に対して報告を求め、調査

を行う予定です。 

なお、下請負者や労働者から通報が

あった場合は、再度、事業者に対して

報告を求め、調査を行う予定です。 
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意見提出者№ 意見№ 意見の概要 市の考え方 

18 

22 

24 

25 

21 

27 

30 

34 

第14条に規定されて

いる事業者に求める報

告内容はどのようなこ

とを考えているのか。 

事業者の負担のならないような形で

報告を求めたいと考えております。 

報告内容につきましては、労働条件

全般に関することをはじめ、賃金に関

すること、労働安全衛生に関すること、

下請負者の労働者の適正な労働条件の

確保に関する下請負者への要請指導等

に関すること、業務に従事する労働者

の最低労働賃金単価を考えておりま

す。 

18 

20 

22 

24 

今まで以上に市内事

業者を活用してほし

い。 

条例（素案）の規定のとおり、市内

事業者の一層の育成を図るため、今後

も市内事業者の積極的な活用に努め、

市内事業者の受注機会の確保を最優先

に考えていきます。 

21 

23 

25 

28 

市内事業者だけでな

く、市外業者も活用し

てほしい。  

 発注工事等の内容を考慮し、市外業

者も活用していきます。 

19 

25 

23 

35 

事業者に対して、最低

賃金法により定められ

た最低賃金額を上回る

賃金を支払う義務（労

働報酬下限額）を規定

してほしい。 

最低賃金法により定められた最低賃

金額を上回る労働報酬下限額を規定す

ることは、憲法、最低賃金法及び地方

自治法に抵触するか否かについて、法

律の専門家の間でも意見が分かれてお

ります。 

また、公契約に係る労働者と、それ

以外の労働者の間で、賃金格差が発生

する可能性があります。 

さらに、すべての事業者が最低賃金

法により定められた最低賃金額を上回

る賃金を支払うことは不可能です。 

このため、現段階では、最低賃金法

により定められた最低賃金額を上回る

労働報酬下限額を規定することは適当

ではないと考えております。 

24 31 

事業者に対して、最

低賃金法により定めら

れた最低賃金額を上回

る賃金を支払う事業者

の義務（労働報酬下限

額）は規定しないでほ

しい。 
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意見提出者№ 意見№ 意見の概要 市の考え方 

25 36 

市が工事等の予定価

格を定めるときは、歩

切りをしないでほし

い。 

本市では、歩切りは行っておりません。 

 

 


